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令和８年２月２５日

あきる野市議会議長 殿

会 派 名 自由民主党志清会

代表者氏名 堀江 武史

会派の（ 調査研究 ・研修 ）報告書

このことについて、下記のとおり実施したので報告します。

記

※ 自家用車又はレンタカーを使用した場合は、必ず自家用車・レンタカー使用報告

書を添付してください。

１ 調査研究または

研修実施日

令和 8年 2月 4日（水）～

令和 8年 2月 5日（木） 1泊 2日

２ 調査研究または

研修の場所

① 2月 4日（水） 島根県益田市

会場 益田市役所(議会会議室)

② 2月 5日（木）

会場 貸し会議室 浜田市長との対談

浜田市役所(議会会議室) ふるさと同窓会支援事業等

３ 調査研究事項

または研修名

① 自治体ＤＸについて

② 浜田市長との対談について

③ ふるさと同窓会支援事業、若者定住施策について、

４ 参加者氏名

（ 11 名 ）

堀江武史、ひはら省吾、浦野治光、国松まさき、子籠敏人、

天野正昭、村野栄一、窪島成一、中村一広、臼井 建、

よしざわゆたか

５ 調査研究または

研修の概要及び

感想等

別紙のとおり
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（別 紙）

【概 要】

第１日目 2月 4日（水）14 時 00 分～15 時 30 分

視察地 島根県益田市役所(政策企画局政策企画課)

益田市の概要

面積 733.19km2 人口 42,168 人(令和 8年 1月末現在)

益田市の特長 日本遺産のまち

益田市には原始・古代から現在に至る豊かな歴史や文化があり、縄文時代、弥生

時代の遺跡や古墳、平安時代に発見された丸山銅山、室町時代の萬福寺、医光寺の

雪舟庭園など数多くの文化財が残り、令和 2年には、日本遺産の認定を受けた。ま

た、飛鳥時代に活躍した歌聖・柿本人麿の出生・終焉の地、さらには画聖・雪舟の

終焉の地といわれている。

将来都市像 「ひとが育ち 輝くまち 益田」

一般会計予算 約279億円(令和7年度一般会計) 財政力指数 0.41(令和5年度)

※益田市議会副議長の挨拶後、政策企画局政策企画課の各担当者から説明を受ける。

１ 自治体ＤＸについて

（１）背景

国は、令和３年１２月に「デジタル社会の実現に向けた重点計画」において、デ

ジタル技術の活用により、「誰一人取り残されない、人に優しいデジタル化を」を

テーマに、多様な幸せを実現できる社会を目指すとした。益田市においても、デジ

タル技術の恩恵により、それぞれのライフスタイルやニーズに合ったサービスが提

供できるよう、誰もが安心して暮らしやすい社会の実現を目指すものである。

（２） 現状と課題

①人口減少 ②少子高齢化 ③税収の減少 ④生産年齢人口の減少

⑤ニーズの多様化 ⑥増え続ける業務 ※ＤＸ＝業務改革

（３） 取組方針

国が掲げる理念を踏襲し、デジタル技術の恩恵により、それぞれのライフスタイ

ルやニーズに合ったサービスを提供し、誰もが安心して暮らしやすい社会の実現を

めざすため、次の方針を定めた。

①市民の利便性向上 ②内部業務の効率化 ③人材育成

この方針においては、「ますだトランスフォーメーション」をコンセプトに、DX の

“X”（変革、改革）に重点を置いた取組を進めている。

（４） 具体的な取組

「書かない。行かない。まわらない。」の実現である。
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書かない⇒書かない窓口、行かない⇒オンライン手続

まわらない⇒おくやみワンストップ のことである。

①市民の利便性向上

• BPR（業務プロセスの見直し）の実践

•会議改革（ペーパーレス会議）

•業務改善・AI・RPA デジタル技術を活用した業務改革

※BPR とは、業務プロセスを抜本的に見直し、組織や制度、システムなどを再構築する

業務改革をいう。

②内部業務の効率化

•意識改革を目的とした職員研修の企画・実施

•デジタル人材育成のための職員研修参加

•他自治体との連携（県内自治体共同研修）

③人材育成

④推進体制 令和 4年 6月から稼働

・副市長をトップとして部局長で構成する「推進本部」が司令塔となる。

・全庁各課から選任の DX 推進委員で構成する「推進会議」が取組検討及び推進本

部への報告など、DX の先導役を担う。

・窓口職場の推進委員により構成する「窓口業務改革ワーキングチーム」を設置

し、窓口改革に関する調査研究を進める。

（５）市民の利便性向上の取組と成果(令和 4年度～)

(取組)

①市民課等の転入、各種証明の手続き体験調査を実施

②課題(申請書が分かりづらい、何度も同じことを書くなど)

③改善案(フロアーアドバイザーの配置、申請書記入負担の軽減、書かない

手続きなど)

④先進地視察(埼玉県戸田市⇒書かない窓口とワンストップ窓口)

(埼玉県深谷市⇒書かない窓口)

(三重県松阪市⇒書かない窓口とワンストップ窓口)

おくやみ手続きサポート

⑤外部人材の登用 (ＤＸアドバイザー⇒村上文洋（株式会社三菱総合研究

所）、窓口改革アドバイザー深谷市、松阪市の職員)を登用

⑥窓口改革プロジェクトの具体化

・窓口関係課との意見交換会 ・ワンストップ窓口設置

・書かない窓口 ・オンライン申請

・おくやみワンストップ(サポートサービス) ・アナログ改革(ＢＰＲ)
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・フロア改修

(成果)（実証実験含む。）

①窓口業務の見直し(ワンストップ＝1か所で受付)※マイナンバーカード利用

・おくやみワンストップ

・ライフイベントワンストップ ※従来 5カ所の窓口が 1か所になる。

(転入手続き、小学校転入、国民健康保険加入、年金の届出、乳幼児医療

受給者証、児童手当の届出、犬の登録申請)⇒保育園入園の相談と連携

・証明発行ワンストップ

(住民票、印鑑登録証明書、戸籍証明書、戸籍の付票の写し、納税証明書、

所得課税証明書)

・キャシュレス決済(クレジットカード、電子マネー、QR コードなど)

②オンライン申請の導入(入力、署名(マイナンバーカード利用)、決済、申請)

(住民票、印鑑登録証明書、戸籍証明書、戸籍の付票の写し、納税証明書、

所得課税証明書)

③定量的効果

現行 証明書等発行件数 41,030 件/年

上記に係る稼働時間 5,326h/年

(税務課及び市民課の 2課の合計(証明書発行・窓口交付分)

新業務(DX 活用 ワンストップ窓口)

証明書等発行件数は上記と同じ場合

上記に係る稼働時間 3,276h/年

削減効果 稼働時間 2,050h/年 7,077,729 円/年

④定性的効果

市民側

手続き漏れ、窓口を回る数及び手続き時間の減少、満足度向上

②職員側

窓口対応数と時間、人的ミス及び手続き案内漏れの減少、属人性の排除、

業務の標準化、事務処理時間の減少

（６）内部業務の効率化の取組と成果(令和 4年度～)

(取組)

①ＡＩ議事録作成支援システムの導入

②ペーパーレス会議システムの導入

(成果)

①ＡＩ議事録作成支援システムの導入

議事録作成時間 前 229ｈ 後 84ｈ 削減時間と割合 145ｈ 63％(年間)
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人件費（31 課対象）前 4,460,800 円 後 1,652,400 円 削減額 2,808,400 円

②ペーパーレス会議システムの導入(2 課の試験的 年間)

印刷用紙 前 5,346 枚 後 0枚 削減数 5,346 枚

印刷費用 前 26,730 円 後 0円 削減額 26,730 円

（７）人材育成の取組と成果(令和 4年度～)

(取組)

①職員研修の実施(7 回)

②外部研修等の参加(自治大学校など 5回)

（８）さらに効果を上げる取組(令和 5年度～)

①ＲＰＡの自動化

※ＲＰＡとは、パソコンで行う定型的な事務作業をソフトウェアロボットが自動化する

技術による処理のこと。

②全庁改革ＤＤＸプロジェクト（「できることから どんどんなろう」の略称）

取組のながれ

検討シート（課題）の作成⇒関係者で議論⇒検討シート提出

⇒DDX の取組実行⇒関係者で共有化⇒他の部署との横展開⇒報告会

ＤＤＸ改革による全庁改革⇒共通課題

・市民などからの問い合わせが多い。

・使用料は現金のみである。

・紙中心の業務が多い (文書受付や決裁、データ保存と作成など) 。

・税の取扱いと滞納情報の共有化が出来ない。※法や条例の制限あり。

・オンライン申請の未導入(来庁予約や各種届出申請(市民課対応を除く。))

・インフラ台帳が統合化されていない (道路、下水道などの台帳) 。

（９）今後の方向性と成果(令和 6年度～)

(方向性)

①窓口改革⇒書かない窓口の範囲拡大(ワンストップ業務の拡大)

②全庁改革⇒キャシュレス決済、電子決裁など

⇒ペーパーレス化(文書の受付や発送簿)

(成果)

①窓口改革⇒書かない窓口を分庁舎に拡大

⇒ワンストップ業務を保険年金課に拡大

②全庁改革⇒ペーパーレス会議の推進

⇒文書の受付や発送簿のデジタル化
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２ 質疑応答(要約)

①財源構成と事業メニューについて

自治体 DX の導入にあたり、国庫補助金（デジタル田園都市国家構想交付金等）

や地方債、一般財源など、主要な事業メニュー別の財源内訳は。

(財源)

・（国）デジタル田園都市国家構想交付金

・（島根県市町村振興協会）自治体デジタル化補助金

・（島根県市町村振興協会）「自治体ＤＸ」推進交付金

(その他活用した制度)

・経営、財務マネジメント強化事業（総務省）

・地域情報化アドバイザー派遣制度（総務省）

②益田市独自の取組方針と「特色」について

推進方針中に「市独自」の視点が盛り込まれているが、国の「標準化・共通化」

の流れの中で、益田市が独自にこだわり、優先的に取り組んでいる分野は。

・窓口改革である。

③内部業務効率化の具体的効果と検証について

内部業務の効率化について、具体的な導入システムは何か（RPA、電子決裁、

AI 議事録作成等）。

(導入システム)

・AI 議事録作成支援システム

・ペーパーレス会議システム

・窓口受付支援システム

④DX アドバイザーの役割と実務成果について

外部の DX アドバイザーは、具体的にどの分野（窓口改革、BPR、情報セキュリ

ティ等）を専門とし、実務レベルでどのような具体的成果は。

(DX アドバイザー)

・マインドセット（職員の意識改革）、DX 進め方全般への助言、情報提供

(窓口改革アドバイザー)

・先進自治体視察前勉強会、先進自治体視察同行、意見交換会への出席

・（おくやみワンストップ）おくやみ協議への出席、運用資料の提供

⑤高齢者・デジタル弱者への「誰一人取り残さない」支援 について

オンライン手続きの拡充に伴い、高齢者やデジタル弱者への支援はどのように

設計されているか。窓口での書かない窓口（伴走支援）や、地域拠点（公民館

等）でのサポート体制の現状は。

・みんなに優しい窓口を目指しているため、高齢者やデジタル弱者に特化した
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設計は行っていないが、デジタルネイティブの方はオンライン申請手続きの

活用を、窓口での手続きを希望される方には、書かない窓口により申請書の記

入負担を軽減している。

・証明発行申請等は地域拠点（公民館）でも申請・取得が可能な体制がある。

（公民館では、本人確認ができれば、マイナンバーカードは不要）

⑥BPR（業務再構築）の推進と現場負担の調整について

全庁的な BPR を進める際に、現場職員からの抵抗や負担感、通常業務との兼務

による疲弊をどのように乗り越えたか。職員のモチベーション維持や理解醸成の

工夫は。

・「DX 推進会議」を開催し、年度 1回目はその年度の事業計画・意見の吸い上

げを、年度終わりには事業報告を実施している。また、取組状況報告「ますト

ラニュース」を、市公式 HP と同時に庁内掲示板に掲載し、取組状況の見える化

を行い、職員のモチベーションの維持や理解醸成を行っている。

⑦DX 推進体制（CIO・DX 推進委員）の運用について

副市長 CIO 体制の下、部局横断の調整はどのような意思決定プロセスで行われ

ているか。また、各課から選任される DX 推進委員の選定基準は。

(部局横断の調整)

・必要に応じて柔軟にプロジェクトチームを設置し対応している。

(DX 推進委員の選定基準)

・役職・職種不問である。

・デジタル技術全般に関する資格・専門性・知識等も不問である。

・現在の課に１年以上在籍している職員(推奨)になる。

・これまでに「DX 推進委員」に選任されていない職員になる。

⑧集中取組期間（R4～R6）の総括と苦労について

3か年集中取組期間の最終年度を迎えるにあたり、これまでの歩みの中で「最

大の成功要因」は何であったか。また、計画策定時には想定していなかった「苦

労した点」は。

(最大の成功要因)

・必要に応じて柔軟にプロジェクトチームを設置し、部局横断した対応がで

きたことである。

(苦労した点)

・職員の意識改革、情報共有である。

⑨今後の展望と「次の一手」について

次期計画も見据えた今後の取り組みの中で、特に益田市らしい「特徴的な施策」

があれば教えてほしい。また、人口・財政規模が近い他自治体が DX に着手する
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際、まず取り組むべき「最初の一歩」は。

(今後の取り組み)

・現在の窓口改革と全庁 DX の継続である。

(最初の一歩)

・窓口体験調査である。

⑩DX 推進における「議会」の役割について

行政が DX を加速させる中で、議会にはどのような役割（予算承認、条例整備、

チェック機能、市民理解の促進等）を期待されているか。執行部側から見た「理

想的な議会との関係性」は。

・システム等を導入しても成果として目に見える形にならないこともあるが、

利用率、利用者数、費用対効果などは時間の猶予が必要と考えている。

・DX 化の推進にはデジタル化等の恩恵を受けにくい住民の方も想定されるが、

導入することが大事という視点でのバックアップが必要と考えている。

視察の様子

市議会議場
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＜感想・考察＞

益田市が DX を推進するきっかけは、島根県 ICT 総合戦略策定委員会委員の村上氏

（株式会社三菱総合研究所主席研究員）との出会いである。それを契機に、総務省の

地域情報化アドバイザー派遣制度を活用して職員研修を行い、同氏を DX アドバイザ

ーに委嘱後、強力な推進体制のもとに DX が始動した。また、「書かないワンストップ

窓口」の先駆者で知られる埼玉県深谷市の齋藤氏とともに、「おくやみ手続サポート

サービス」を手掛ける三重県松阪市の上村氏にもアドバイザーを委嘱(地域情報化ア

ドバイザー派遣制度活用)して、DX 推進の機動性を補ったという経緯が今日の益田市

を支えている。今後も益田市は、DX＝業務改革であることを常に意識しながら、行政

の在り方や姿を変革し続けるものと感じられる研修であった。

DX 推進の動きは、益田市も含め全国的にも同様であるが、令和 2年 12 月に国にお

いて策定された自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画等に基づ

いたものである。各自治体は、この推進計画を踏まえ、システム環境や財源などに応

じて、自治体情報システム標準化・共通化への移行を図るなど、様々な取組を推進方

針の下で展開している。このような中で、本市では、令和 7年 12 月に標準化・共通

化システムへの移行(様式など一部を除く。)が完了したところである。

本市の DX による業務改革を見ると、市民課や五日市出張所の窓口業務は、証明書

の発行に限定であり、マイナンバーカードの読み取り(カードリーダー機器利用)によ

り氏名等の記載が不要であるが、必要な証明種類の聞き取りは反映されず、申請者が

チェック等をする方法である。また、おくやみサポートはなく、この点は、益田市と

は違う点であり、システム導入などが必要である。本市における書かない窓口導入に

ついては、現在、市民課などの関係課とワーキンググループにより検討中であり、稼

働までにはもう少し時間を要するものである。

一方、セキュリティ対策の強化、AI・RPA の活用による業務改革、文書管理システ

ム、内部情報システムの更新、情報発信などの内部業務の効率化には成果が見られる。

今後の方向性だが、生成 AI による更なる業務改善、オンライン決済機能の追加、

人材育成、書かない窓口サービスの早期実現などの課題はあるものの、これまで計画

的に実行されている状況にあるので、今後に期待しながら、志清会としても本市の

DX 推進を支援強化していきたい。
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【概 要】

第 2日目 2月 5日（木）第 1部 浜田市長との対談 9時 30 分～10 時 20 分

第 2部 市役所担当課の説明 10 時 30 分～12 時

ふるさと同窓会支援事業について

若者定住施策について

視察地 島根県浜田市役所(地域政策部定住関係人口推進課)

浜田市の概要

面積 690.64km2 人口 48,048 人(令和 7年 4月現在)

浜田市の特長 平成 17 年 10 月 1 日に浜田市、金城町、旭町、弥栄村、三隅町の 5

市町村が合併した。全国に誇れる海、山などの美しい自然と日本遺産に認定され

た石見神楽、北前船寄港地の外ノ浦やユネスコの無形文化遺産に記載された石州

半紙などの伝統文化、海水浴場、しまね海洋館アクアスなど豊かな自然を活かし

た観光資源を有しており、また、高速道路、港湾などの都市基盤や大学、美術館

をはじめとする教育文化施設が充実した、人と文化と自然の調和のとれた島根県

西部の中核都市である。

将来都市像 「住みたい 住んでよかった 魅力いっぱい 元気な浜田」

一般会計予算 約433億円(令和7年度一般会計) 財政力指数 0.40(令和5年度)

※市長の挨拶後、市長との対談を行う。

１ 市長挨拶の概要

人口減少が加速するなか、地域の活動や経済は縮小し、税収や財源も確実に減り

続けている。自ら考え、行動し、信頼を育む「自治の力」を、一人ひとりが発揮し

ていくことが求められている。現実を変えていくカギは、「人を育てること」であ

る。すべての人が力を重ねた仕組みを地域最大のプロジェクトとして動かしていき

たい。人が育ち·動けば、文化·暮らし·経済·自然環境の豊かさに、そして幸福度の

向上につながる。地域に根ざす資源を最大限に活かし、市民と行政、地域と地域が

互いの「らしさ」を尊重しながら前へ進むことができる。「ひとつの浜田」として、

この「まち」とともに育んでいきたい。

２ 対談のポイント(主に市長の政策の観点から)

①人口減少時代での最重要課題は、交通弱者・孤立孤独への対応である。

・人口減少は、移動（買い物・通院）が困難となる。

・身体の機能低下が連鎖して孤立・孤独が深刻化する。

・ 市政の方向性は、「地域の幸福度を上げる＝つながりを回復する」こと。

②国の制度活用「複業協同組合」で季節・需要に合わせて人材を循環配置する。

・単独企業では通年雇用が難しいので、複数事業者が束ねて雇用し、必要な時

期に派遣する仕組みとする。
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・浜田市の実践例は、一次産業×観光ではなく、「音楽スキル」を通年の仕事

に組み替える。(保育園・福祉施設など複数施設に必要な時に派遣)

・その目的は、「人口減少の街で、地域の活動量を担保する」こと。

③地域資源の最大化⇒街をプロデュースする発想が必要である。

・地方の課題は、「仕事はあるが、仕事のバリエーションが少ない」ことであ

る。そこで、市長自らが企画会社（広告代理店的役割）を起業し、戦略づくり、

住民との意識形成、企業ブランディング、商品開発を支援している。

・街づくり＝地域資源を最大化することである。空き家・空き店舗など未利用

空間を「人が集まれる場」に転換することが街づくりである。

④空き家活用には「障壁」がある。都市計画・下水道整備が民間投資を左右する。

・空き家を宿・物販・工房等に転用する際、建築基準法・消防法などに加え、

下水道の未整備が大きな障害になっている。

・浜田市は下水道普及率が低く（30％程度）、駅前周辺も未整備である。

・飲食店等は大規模浄化槽が必要となるが、 初期投資・維持費が重く、出店が

進みにくい。病院等も含め浄化槽設置に大きな課題がある。

・これは民間だけでは解決できないインフラ（下水・都市計画）の遅れが、地

域サービスの新陳代謝を止めている状況にある。

・行政の計画・整備が産業力を左右する厳しい現状もある。

⑤政策評価は、自己評価⇒議会評価⇒市民評価（幸福度指標を含む。）である。

・行政は自己評価（達成度等）、議会は選択した事業を評価する仕組みの導入が

必要である。

・次のステップは、首長は「市民による評価」を重視する必要がある。例えば、

幸福度（ウェルビーイング）アンケートを実施から 1～2年後に測る手法など。

⑥産業や雇用は、関係人口を増やし移住・定住に繋げる。企業誘致は慎重さが必

要だが、「攻めの守り」の考え方が必要である。地場産業を潰す誘致はやらない。

・島根は関係人口の先進地である。（外部媒体と連携した連続講座等で都市部に

応援者を育成する仕組みづくりなど）。定住が基本だが、価値観に共鳴する外部

人材・支援者を呼ぶ設計も重要である。

・企業誘致を行政で支援中であり、資金調達なども伴走している。

⑦公共施設をマネジメントすることである。それには、広域連携と PFI 等の活用

が重要である。

・各自治体の共通だが、公共施設の総量の最適化が課題である。

・行政区を超えて、エリアで必要な施設を分担するという発想が大切である。

・PFI やリース型で初期費用を抑え、早期整備する発想が必要であるが、地域に

合った国制度の見直しも必要である。



- 12 -

⑧持続可能なまちづくりには、デジタル(DX)の推進が必須である。

・今後のまちづくりは集約化だが、「コンパクト化」に懸念を示す傾向にあるが、

デジタルを駆使し、これまでの枠組みでできないサービスを提供することが必要

である。

・キーワードは「縮小」ではなく、賢く縮む「縮充（縮むけれど充実する）」で

ある。追求すべきは、人口数ではなく、一人ひとりの幸福度である。

浜田市長との対談

浜田市長とともに

※市長との対談後に市役所を訪問。市議会議長の挨拶後、地域政策部定住関係人口

推進課の各担当者から説明を受ける。

３ ふるさと同窓会支援事業について

①背景や目的

関係人口の増加が狙いである。18～39 歳（高校卒業後～社会人若手層）を中

心に、地元を離れた世代が同窓会などで再会して、「浜田の良さの再発見」をし

て、将来的な Uターンの意識の醸成と移住・定住を目的としている。

②対象など

対象は、市内の飲食店等を利用する同窓会であり、市内在住者がいなくても可

である。参加人数要件は、原則 10 人以上であるが、小規模校等を考慮し、クラ
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スや学年等の半数以上が集まれば対象とする柔軟な運用にしている。ただし、仲

良しだけの飲み会にならないよう、可能な範囲で広く案内を促す必要があり、同

じ単位（学年等）で年度内 1回 のルールで重複を避けている。また、同窓会は、

中学校単位が多く、そのタイミングは、20 歳の集い後が多い状況である。

③補助内容・財源・実績

・1人あたり上限 2,000 円（上限を超える支出は補助不可）。

・予算は 120 万円/年度（最大 24 件×5万円相当を想定）。

・実績は、令和 6年度から始まり、当初年度は 10 件で約 33 万円の補助額であり、

令和 7年度は、11 件で約 35 万円の補助実績である。

・財源は、ふるさと納税寄付制度を活用、全体の予算事業は、若者支援の枠組み

（若者ファンド等）になっている。

④手続き（簡素化）

・伴走型で支援（電話相談で進め方を案内）している。

・電子申請フォームを整備し、郵送不要である。

・実施の確認は、集合写真と参加者名簿を求めている。

⑤効果測定・課題

・現状アンケートは未実施であるが、窓口でのヒアリングでは「良かった」「久し

ぶりに話せた」などの意見が多かった。

・直接の Uターンや結婚等の成果は「制度開始 2年で、まだ把握できていない」。

・今後：若者支援の全体枠(若者ファンド事業)が令和 7年度で一区切りするが、

令和 8年度以降は、実績や参加者の意見などを踏まえつつ、3年ごとの見直しを想

定している。

⑥質疑で出た改善アイデア

・現状の同窓会の開催場所は、市内の経済効果の面で飲食店等が要件であるが、

母校に行きたいという出身校などでの開催ニーズもあると思う。この場合、ケー

タリングやキッチンカー等も含めた検討は。⇒今後、考えたいとのこと。

・そのほか、周知方法ではホームページの活用は。⇒今後、考えたいとのこと。

４ 若者定住施策について

浜田市は、国の制度である特定地域づくり事業を活用して、音楽家を目指す若

者の就業機会の創出に取り組み「協同組合 Biz.Coop.はまだ」を設立した。浜田

市は、全国的に見ても、同県海士町（令和２年 10 月実施）、鳥取県日野町（令和

２年 11 月実施）に続く全国で 3例目（市では初）の事業組合設立である。この

制度を活用して音楽家を誘致し、就業機会の提供と定住促進、地域活性化を図る

取組は、全国初の事例である。
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①事業の経緯

令和元年 12 月「特定地域づくり事業推進法」(議員立法)が公布(令和 2年 6月

施行)された。この法律では、①人材受入れ事業者(4 事業者以上)が「特定地域

づくり事業協同組合」を設立し、②「マルチワーカー(季節ごとに複数の事業に

従事)」を雇用し、組合事業者に派遣すれば、③国・市町村から事務費と人件費

に対し 1/2 の助成がある(国 1/4、市町村 1/4 負担) ④その結果、事業者は経費

の 1/2 負担で雇用し事業実施できる。令和 2年初め頃に活用検討を開始。しかし、

マルチワーカー希望の若者をどう見つけるかで苦慮した。同年 5月頃に地元の音

楽団体「石見音楽文化振興会」から、「音大生誘致」の相談あり、音大卒業後、

音楽の仕事に就ける人は僅かであり、特に都会では、卒業後の練習場所の確保も

難しい。音楽を続けることができれば、地方に住んでもらえるのではないかと考

え、「特定地域づくり事業協同組合」を活用した「若い音楽家」の定住促進策の

検討に着手した。

②概要

若者が暮らしやすいまちづくりを目指して、若手音楽家をターゲットとした移

住促進に力を入れている。具体的には、県外から移住した若手音楽家が音楽スキ

ルを活かして保育所や放課後児童クラブ等で働き、余暇は音楽活動を行うもので

ある。令和３年４月１日から取組がスタートし、多くの若手音楽家たちが、就労

しながら、市内中学校や高校の部活動指導を行うなど、地域の音楽文化の振興な

どに取り組んでいる。前述でも触れたが、音大卒の若者の多くは、卒業後に音楽

に携わる仕事に就くことは難しく、趣味で音楽を続けるにしても練習場所の確保

が容易でない状況がある。そこで、仕事をしながら音楽活動を続けられる「ダブ

ルワーク」の仕組みがあれば、地方への移住促進につながるのではないかと考え

た。地元事業所が「特定地域づくり事業」により就労場所を提供し、音楽活動団

体が音楽活動の場を提供する「官民連携」により実現した。

③「協同組合 Biz.Coop.はまだ」の組合員

一般社団法人石見音楽文化振興会(音楽指導、コンサート等の企画・出演)、保

育園、福祉介護系の社会福祉法人、放課後児童クラブ、障がい児デイサービス事

業者である。また、若手音楽家は、令和 3年度から令和 7年度までに 23 名を受

入ている。

④派遣社員の処遇

・勤務体系⇒6時間程度/日 132 時間/月。余暇を音楽活動（練習等）や、音楽ス

キルを活用した副業就業に充てている。

・就業内容⇒放課後児童クラブや障がい児デイサービスでの指導補助、ミニコン

サートや音楽を取り入れた活動。
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給料等⇒13 万円/月（無期雇用） 社会保険完備 社宅貸与又は住宅手当支給、

通勤用軽自動車貸与、退職金制度、年次有給休暇、各種研修などあり

⑤市の財政支援

・令和 2年度 12 月議会補正予算 設立支援補助 2,000 千円（県 10/10）

運営費補助 382 千円（国 1/4 市 1/4）

・令和 3年度 当初予算 特定地域づくり事業協同組合支援補助金 9,127 千円

人件費補助 6,127 千円（6名分）、運営費補助 3,000 千円

・令和 4年度 当初予算 特定地域づくり事業協同組合支援補助金 15,553 千円

人件費補助 12,553 千円（11 名分）、運営費補助 3,000 千円

⑥音楽を核とした定住促進事業

音楽指導に秀でた人材を「地域おこし協力隊」に任用（音楽を核とした定住促

進コーディネーター）している。その任務は、音大卒の移住者の活躍の場づくり

とコーディネート、音楽指導技術の向上指導。市民を対象とした音楽塾の開催。

中・高等学校・大学の部活動指導、指導技術の向上支援である。その成果は、協

力隊員と若手音楽家による指導により、浜田高校吹奏楽部の 18 年ぶり中国大会進

出のほか、市内中学校も県大会金賞受賞校の増加となり、市内各地でミニコンサ

ートが開催され、子どもから大人まで音楽に触れる機会が増えた。

⑦成功要因

関係者のニーズが一致した（三方良し）。

被雇用者（音楽家）は、音楽活動を続けたい（練習場所・仲間・発表の場）。

学んできた音楽スキルを活かしたい。副業収入も得たい。子供たちに音楽の楽

しさを伝えたい。

派遣先は、担い手不足を補いたい。子どもたちの情操教育を充実させたい。

浜田市は、若者の移住・定住を促進したい。部活動強化により高校の魅力化

を図りたい。

⑧今後の取組及び課題

・Ｕ、Ｉターン者のニーズに合った新たな派遣先事業所（組合員）の確保。

・市内の他の人手不足に悩む業種への拡大の検討(更なる移住者の確保)。

・充実した音楽活動に向けた支援(派遣社員のスキルアップ、副業収入増、派

遣社員の定住)。

・地域の音楽文化の振興、地域との交流活動。

・市内での演奏会の開催支援、市からの事業受託の推進(市民の生涯学習機会

の創出と児童生徒の情操教育への活用)。
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５ 質疑応答(要約)

①ターゲット設定の戦略的背景について

本事業は、対象を 18 歳から 39 歳の若者に限定しているが、関係人口創出の観

点ではより広い世代へのアプローチも考えられる。あえてこの年齢層に絞り込ん

だ政策的意図と同窓会という手法が他の交流施策（イベント参加等）と比較して、

若年層の意識変容にどのような違いをもたらすと分析されているか伺う。

地域住民から「今、浜田市に住んでいる若者に支援してほしい」という要望を

受け、市は、令和 5年度から令和 7年度までの 3か年で（1億 5千万円）、「若者

ファンド事業」を実施し、若者への支援を行っている。ここで、若者の定義を 18

歳から 39 歳までとしている。本事業は、関係人口の創出（将来的に Uターン含む。）

を目的として、浜田市で若者が集まり、若者同士の接点を増やしていこうとする

取組である。就職や進学で市外に転出した者からすると、学生生活を共にした仲

間との再会により、一度離れたからこそわかる浜田での生活の良さを感じてもら

うこと（そういた機会を創出する。）などを大切にしている。他の交流イベントな

ど、会の趣旨に賛同した者の集まりや、知らない者同士が多く集まる会に比べて、

同窓会は、同じ時間を共有した者として、濃い関係性が構築されているという点

で、関係人口の創出や、将来の Uターンにつながると考えている。

②予算構造と執行実績の推移について

本事業の財源構成（一般財源、特定財源の有無等）の内訳を教えてほしい。ま

た、制度開始から現在に至るまでの各年度の「予算額」「申請件数」「採択率」の

推移について現状を伺う。

1 制度開始年度 令和 6年度

2 財源 ふるさと寄附

3予算額及び採択率 次の表のとおり 単位:万円

③補助金運用の実態とコストパフォーマンスについて

1件あたりの補助上限額（5万円）の設定根拠と実際の 1件あたりの「平均補

助額」はどの程度で推移しているか。また、予算の消化状況や申請が集中する時

期への対応についても併せて伺う。

当初 実績（R7 年度は見込み）
採択率

件数 予算額 件数 実績額

令和6年度 24 件 1,200 10 件 332 100％

令和7年度 24 件 1,200 11 件 350 100％
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・補助上限額（5万円）設定根拠

1 クラスの同窓生 25 人と設定し、2,000 円×25 人＝50,000 円

・1件あたりの平均補助額（R6 年度、R7 年度実績から算出）

約 33,000 円

④事業効果の検証とフィードバック手法について

本事業の成果（事業効果・波及効果）をどのように定量・定性的に検証されて

いるか。当日のアンケートで把握している「参加者の満足度」や「市政への関心

度の変化」をその後の施策改善にどう活かしているか伺う。

アンケートは実施してはいないが、補助金実績報告の際など、可能なタイミン

グで反応を伺っている。本制度があり経済的に助かるなど、浜田で共に学生時代

を過ごした仲間と再会する機会創出の一助にはなっている。また、恩師など、年

齢で補助対象外の方も会に参加されるため、補助対象とならないかという質問が

あるが、本事業の趣旨を説明し理解されている。

⑤定住・就業への具体的な転換事例について

本事業（同窓会）への参加を直接のきっかけとして、Uターン移住や市内企業

の就職、あるいは「ふるさと納税」等の具体的なアクションに繋がった事例は把

握されているか。

令和 6年度から本補助金を実施しており、現時点で若者の市内回帰や関心向上

には至ってはいないが、制度を利用して 21 件の交流会が開かれたという成果が

あり、将来の関係人口の創出に期待している。今後も、より多くの若者にこの制

度を利用してもらえるよう周知に取り組み、若者の交流の場を創出する後押しと

なるよう取り組む。

⑥他施策との連動性と相乗効果について

本事業の成果が空き家対策、起業支援、あるいは子育て支援など、他の市独自

の施策や事業に繋がった具体的なケースがあれば教えてほしい。

現段階で、本事業の成果が他の施策や事業などに繋がったという話は聞いてい

ない。まずは、若者の市内での接点を作る機会を増やしたい。なお、担当課では、

結婚支援や結婚に対する補助金（結婚新生活支援補助金、結婚新生活祝金）を行

っており、今後、そういった声などが聞かれることも期待している。

⑦縁結び支援（浜田センター）の運用評価について

「しまね縁結びサポートセンター」における「しまコ（マッチングシステム）」

や「はぴこ（縁結びボランティア）」の運営状況について、当初の期待値（成婚

数や登録者数）と比較した現在の評価を伺う。

島根県が公開している地域少子化対策重点推進交付金実施計画書は、次の表

のとおり。島根県の事業であるため、浜田市として評価をすることは困難です
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が、浜田市では島根県と連携し、結婚支援事業を推進している。

⑧情報発信と周知・集客の工夫について

同窓会の開催を促すため、卒業生や同窓会組織、学校等とどのような連携を図

っているか。また、SNS や広報誌など、若年層へリーチするための媒体活用の工

夫について伺う。

・担当職員が市内の高校や大学を訪問し、本補助制度の説明を行っている。

・学校側からは、学校のホームページへの掲載や、学校の玄関にチラシを配置。

大学では、学生への一斉メールで情報提供するなどの周知に協力している。

・担当課の関係人口へ市のイベントや就職情報などを発信する浜っ子 LINE ク

ラブ（600 名の登録者あり）で周知している。

・同窓会補助金の申請者には、浜っ子 LINE クラブへの加入促進を依頼してい

るため、その波及効果も狙っている。

・市ホームページ、ケーブルテレビ、広報はまだへの掲載。

・市から発送する二十歳の集い開催案内に当補助金の掲載を行っている。

⑨事務局（幹事）支援とデジタル活用について

幹事が同窓生を募る際、「連絡先が不明」であることが最大の課題となる。今

後、市の HP から各学校の同窓会ページへリンクさせる、あるいはデジタルプラ

ットフォームを活用して名簿管理や案内を支援するなどのサービス検討の可能

性はあるか。

市から同窓会名簿などの案内を支援するサービスは行っていない。主催者等の

可能な範囲での案内をお願いしている。現段階では、デジタルプラットフォーム

を活用して名簿管理や案内を支援するなどのサービス検討は行っていない。

⑩今後の課題と導入自治体へのアドバイスについて

本事業を運営する中で見えてきた「課題」や「見直しを検討している点」はど

こなのか。また、これから同様の制度を導入しようとする自治体に対し、制度設

計上の「最初に気をつけるべきポイント」について助言を伺う。

1 課題や見直しの検討点

制度を検討した際、もっと小さな単位での交流会を補助対象にという声も

あったが、行政が税金で飲み代を補助するということに一定の理解を得るに

目標値（令和 11 年度） 現状値（令和 6年度）

しまね縁結びサポートセンタ

ーを通じた婚姻数
580 組 335 組

「はぴこ」相談登録者数及び

「しまコ」会員数
2,100 人 1,814 人
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は、同窓会という単位が妥当ではないかというところに落ち着いた。また、

意見としてよくいただくのは、同窓会という名称にしているため、40 歳以上

の方からの問い合わせがあり、本事業の趣旨を説明している。

2制度設計上、気をつけたこと。

なるべく申請者（会の幹事）には負担をかけないような方法で申請していた

だきたいという視点で考えた。会の案内方法は問わない。広く周知してほしい

(対象者全員に声をかけなくても可)。会が開催されたことの証明は、参加者全

員の写真で可。参加者の氏名と年齢のみの記載で可など。また、申請者が、市

外在住者でも簡単に申請できるよう、電子申請を行っている。

視察の様子

市議会議場

＜感想・考察＞

浜田市は、昭和 30 年の人口 91,495 人をピークに、減少傾向が続き、令和 7年 4月現

在 48,048 人となっており、およそ 3人に 1人以上の住民が高齢者（65 歳以上）という

現状にある。このように過疎化や少子高齢化が進む中、中山間地域においては、自治機
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能の低下や将来的な存続が危ぶまれる集落が存在しており、また市街地においては、人

口の空洞化が更に進んでいる。人口減少・少子高齢化、自然災害、地域犯罪、子育て、

環境保全、一人暮らし高齢世帯など、社会情勢やライフスタイルの変化、地球規模での

異常気象等により、現在の地域課題は複雑・多様化してきており、自助、公助だけでは

対応・解決できなくなってきている。市民一人ひとりが「自分たちの地域をより良くす

る。」「自分たちの地域で困っていることを自分たちで解決する。」などの当事者意識を

持ち、お互いを尊重し助け合いながら、まちづくり活動に積極的に参加する必要がある

としている。また、「みんなが笑顔で暮らせるまち」を未来に残すため、市全体でまち

づくりに取り組み、これまで進めてきたまちづくりの良いところ、浜田市の持つ伝統や

文化といった「浜田らしさ」を受け継ぎながら、更に発展させていく仕組みを作ってい

くことが大切であるとも示している。そこで市長は、持続可能なまちづくりについて、

「①こどもにやさしい環境をつくる②社会教育をまちづくりの土台に③メリハリある

施設整備と民間協働④産業と働き方をアップデート⑤デジタルで暮らしと経済を前進

⑥コミュニティの力で地域を再生⑦戦略的な生活基盤の維持」という 7つの柱としてま

とめている。

現代社会における自治体を取り巻く情勢は、その「まち」の伝統・文化や歴史、自然・

環境、コミュニティ、産業力や財政力なども異なるが、課題の本質は、本市においても

同様であると思う。この山積された課題に自治体が立ち向かうには、「まちの特性」を

最大限に生かした創造力や住民との連帯を取り入れた独自性ある施策展開ではないか

と考える。

同窓会支援事業や特定地域づくりの事業をはじめ、浜田市の若者ファンド事業の財源

は、ふるさと納税の寄付をその多くに充てており、特に、特定地域づくりの事業協同組

合制度は、移住・定住に音楽を取り入れたものである。これらを含んだ各事業は、国な

どの制度を創意工夫させ、住民などに受け入れられる「タイミング」を模索しながら、

住民との合意形成を図りつつ、まちづくりの結節点を見出しているものと思われる。

本市においては、第 2次総合計画の下で、各種施策や事業が展開されているが、その

先の方向性までを見渡すビジョンについては、多様化した課題がその透明度を阻んでい

る状況であり、今後も会派として、この打開策を少しでも講じられるよう努める必要が

ある。今回の視察で参考になった言葉は、「若者」というキーワードである。本市を含

む多くの自治体は、子育て世代や高齢者の施策に傾注していると思うが、「まち」にエ

ネルギーを注ぎ続けられる若者を対象とした施策づくりに取組む必要性を感じている。

志清会は、今後も多くの先進事例を学び、持続可能なまちづくりに向けて、積極的な活

動を展開していきたい。



自 家 用 車 ・ レ ン タ カ ー 使 用 報 告 書

政務活動のため自家用車・レンタカーを使用しましたので、次のとおり報告します。

（会派名）自由民主党志清会

年 度 令和７年度 調査研究・研修名 島根県益田市・浜田市視察

所 有 者 又 は

リース会社名

トヨタレンタリ

ース島根
車名（車種） ノア、ルーミーの 2台 普通車

使用日 運転者 主 な 経 路 乗車ＩＣ 下車ＩＣ
有料道路

使用料金

走 行

キロ数
所要時間 備 考

2 月 4 日 吉澤、日原 萩・石見空港～益田市～浜田市 約125km 1 時間 30 分 食事場所を経由

2 月 5 日 吉澤、日原 浜田市～萩・石見空港 約110km 1 時間 20 分 食事場所を経由

合 計 約235km 2時間50分

駐車場使用料金の有・無及び金額等 無


